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2010 年 4～6 月期の近畿圏の中古住宅市場は、中古マンションを中心に堅調な動きが鮮明となっ

た。中古戸建は軟調さが続くものの、成約価格が横ばいに変化。新規登録件数も減少に歯止めが

かかり始め、取引価格の安定が売り出し物件の増加を促す好循環が整いつつある。 

１．中古マンション市場の動き 
●10 年 4～6 月期の中古マンション成約件数は 3,575 件で、前年比 10.1％増と 5 期連続の増加。新

規登録件数は 2.0％減だが減少率は縮小（図表１）。成約件数は全エリアで増加した。 

●成約価格は 1,684 万円でプラス 0.9％と 2 期続けて上昇し、下落に歯止めがかかってきた。新規登

録価格もプラス 2.7％と売り出し価格の調整が収まりつつある。 

２．中古戸建住宅市場の動き 
●成約件数は 2,355 件で前年比マイナス 0.2％と中古マンションとは対照的に横ばいにとどまった。

新規登録件数もマイナスが続くが、減少率はやはり縮小している（図表２）。 

●成約価格は 2,012 万円でプラス 0.2％と、横ばいながら 8 四半期ぶりの上昇に転じた。新規登録価

格は下落が続き軟調さが残るが、件数・価格とも増勢に転じる兆しも見え始めた。 

３．近畿圏市場の方向 
●10 年 4～6 月期は中古マンションが 1～3 月期に続き増勢局面を維持し、新築マンションも増勢局

面にあと一歩と迫った。中古戸建はほぼ横ばいで、新築戸建は回復が遅れている。 

４．関連不動産市場の動き 
●09 年から下落基調が続く賃貸マンションの成約賃料㎡単価は 10 年 4～6 月期も下落し、京阪神の

各都市とも前年同期比・前期比でいずれもマイナスとなった。 
●10 年 4～6 月期の新築マンション戸数は前年比 15.8％の大幅増で、6 月の契約率は 7 割超と好調。

販売価格の下落が続き、在庫物件の値下げも進んだことから在庫戸数は大幅に減少した。 
 
 図表１ 中古マンションの成約･新規登録件数 図表２ 中古戸建住宅の成約･新規登録件数 
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１．中古マンション市場の動き 

 

堅調な取引続く 

中古マンション市場 

2010 年 4～6 月期の成約件数は、3,575 件で前年同期比プラス

10.1％の 2 ケタ増となり、機構における四半期ベースの成約件数では

過去最高の値を示した。09 年 4～6 月期より 5 期連続の増加となり、

リーマンショック直後の落ち込みの反動で大幅増となった 09 年 10

～12 月期を除いても、1 年以上にわたり堅調な取引が続いている。 

一方、新規登録件数は 10,838 件でマイナス 2.0％と減少が続くが、

減少率は縮小し始めており、08 年以降 1 万件の大台を維持している

（Ｐ１・図表１）。成約件数に対する新規登録件数の水準は 1～3 月期

の 3.4 倍から 3.0 倍に縮小し、需給関係はよりタイト化。堅調な取引

が続くなかで、売り出し物件の確保が重要性を増している。 

平均成約価格は 10 年 1～3 月期にプラスに転じ、4～6 月期も 1,684

万円と前年比 0.9％ながら上昇を維持し、08 年 10～12 月期以降続い

てきた下落に歯止めがかかりつつある。新規登録価格は 1,839 万円で

2.7％上昇し、売り出し価格の下落も収まってきた。取引の増加と成

約価格の持ち直しに伴い、市場に供給される売り物件も回復基調にあ

り、中古マンション市場では需給両面での好循環が視野に入ってきた

（図表３）。 

図表３ 中古マンションの成約･新規登録価格    図表４ 中古マンション件数の府県地域別増減率 
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図表５ 中古マンション価格の府県地域別変動率 

-3.8

-2.5

-2.8

-2.7

-7.9

2.6

7.9

5.4

4.6

0.9

-10 -5 0 5 10 15

大阪市

大阪府他

神戸市

兵庫県他

京都市

京都府他

滋賀県

奈良県

和歌山県

近畿圏

2010年

4-6月期の

前年同期比

（％）

2010/8 No.38 ■２ 



(社)近畿圏不動産流通機構 市況レポート     市況トレンド／2010 年 4～6 月期の近畿圏市場 

 

近畿圏全エリアで 

取引増に 

4～6 月期の成約件数の動きをエリア別にみると、全てのエリアで

前年比増となり、近畿圏全般で中古マンション市場が堅調に推移した

ことがわかる（図表４）。09 年 10～12 月期以降では近畿圏のほとん

どのエリアで増加が続き、特に大阪市の増加が目立つ。大阪市では前

年比 26.5％増とリーマンショック後の 3 四半期（08 年 10 月～09 年

6 月期）を除いて 06 年以降ほぼ一貫して取引増が続き、近畿圏全体

に占める大阪市の取引シェア（21.1％）は阪神間中心の兵庫県他

（18.4％）を上回り、大阪府他（25.2％）に次ぐ規模となっている。 

一方、成約価格はエリアによって差が見られ、前年比で上昇したの

は大阪府他、兵庫県他、京都府他、滋賀県にとどまった。成約価格の

下げ止まりは一部のエリアに限られ、近畿圏全般には広がっていない

（図表５）。件数に価格を乗じた取扱高をみると、成約価格が大きく

下落した奈良県を除いてほとんどのエリアで拡大した。近畿圏全体で

は前年比 11.0％増となり、これを上回るのは大阪市、大阪府他、兵庫

県他、京都府他、滋賀県で、各エリアとも機構への成約報告ベースで

は過去最高水準に達している。 

 

２．中古戸建住宅市場の動き 

 

中古戸建の成約件数 

・価格は横ばい 

中古戸建住宅の 10 年 4～6 月期の成約件数は 2,355 件で前年比

0.2％減と、中古マンションとは対照的に横ばいにとどまった。ただ、

件数自体は四半期ベースで過去最高の 09 年 4～6 月期（2,359 件）に

匹敵し、比較的高い水準を維持。新規登録件数も前年比マイナス 5.9％

と減少が続くが、減少率は縮小する動きが出始めている（Ｐ１・図表

２）。 

成約価格も 2,012 万円で前年比プラス 0.2％とほぼ横ばいとなり、

08 年 4～6 月期以来 8 四半期ぶりの上昇に回復した。新規登録価格は

2,379 万円でマイナス 4.2％と下落基調が続く（図表６）。中古マンシ

ョンに比べて軟調さが残る中古戸建市場だが、件数・価格とも増勢に

転じる兆しも見え始めており、成約件数・価格の持続的な回復が確認

できれば、売り出し価格の調整が収まることも期待される。 

 

エリアごとの回復に 

ばらつき 

ただ、エリア別にみると中古戸建取引の拡大は近畿圏の一部にとど

まる。前年比で成約件数が増加したのは大阪府他、京都市、京都府他、

奈良県、和歌山県で、全体の約 6 割を占めるこれらのエリアでは比較

的堅調だったものの、大阪市や神戸市、兵庫県他など価格水準の高い

エリアでは取引が減少した（図表７）。 
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 図表６ 中古戸建住宅の成約・新規登録価格 図表７ 中古戸建住宅件数の府県地域別増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
成約価格の上昇も一部のエリアにとどまる。大阪府他、神戸市、兵

庫県他の価格は前年比で上昇したものの、3 期連続でプラスとなった

神戸市を除くと、いずれも 10 年 4～6 月期にようやく上昇を示した

に過ぎない。これら 3 エリアのシェアは近畿圏の 6 割近くを占め、主

要な中古戸建市場で上昇に転じたのは明るい兆しだが、近畿圏全般で

みると依然として下落基調を脱したとは言い難い（図表８）。 

３．近畿圏市場の方向 

成約件数と成約価格双方の前年同期比の変動率から市況の方向性

を捉えると、中古マンション市場の 10 年 4～6 月期は 1～3 月期に引

き続き件数・価格ともプラスを示す増勢局面に位置し、10 年に入っ

てから堅調な動きが続いている。新築マンション市場も 10 年 4～6

月期は発売戸数が増加に転じ、価格の増勢局面まであと一歩と迫った

（図表９）。 

一方、中古戸建は件数・価格ともほぼ横ばいとなったことで、双方

とも 0％のポジションに近づいたものの、中古マンションのような増

勢局面には至っていない。また、新築戸建は件数・価格とも 4 期連続

のマイナス局面にあり、回復は遅れているとみられる。 

中古マンション市場は

増勢局面に 

図表８ 中古戸建住宅価格の府県地域別変動率 
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図表９ 近畿圏の四半期別成約件数・価格変動率（前年同期比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
内閣府が 10 年 7 月に発表した 5 月の景気動向指数をみると、緩や

かに改善していた先行指数が 15 ヶ月ぶりに低下、6 月も 100 を下回

り一致指数も横ばいとなるなど、09 年当初からの回復基調に陰りが

見え始めた。家計消費支出や完全失業率などに基づく遅行指数も改善

が遅れており、家計の先行き不透明感は依然として強い（図表 10）。

エコポイントなどの政策効果の一巡による踊り場との見方がある一

方、6 月の日銀短観（近畿）では好調なアジアの外需などが影響し、

大企業製造業を中心に業況判断が改善する動きもみられる。 

ただ、就業者の 7 割を占めるとされる中小企業が本格回復しないと、

家計消費全般も改善しない。幸いにも不動産に対する消費者の購入マ

インドは高い水準を維持しており（図表 11）、所得の伸びが期待でき 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 11 不動産購買態度指数（近畿） 図表 10 景気動向指数 

資料：(社)日本リサーチ総合研究所
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ない現状では安価な中古物件を選好する動きは当面続くと考えられ

る。価格設定を間違えなければ購入需要は着実に存在し、個人間の相

対取引で価格が決定する中古市場では、売り出し価格の設定がこれま

で以上に重要なカギとなろう。 

４．関連不動産市場の動き 

 
近畿圏の賃貸市場について四半期別の動きを見ると、賃貸マンショ

ンの成約賃料㎡単価は 10 年 4～6 月期も下落基調が続き、京阪神の

各都市では前年同期比・前期比ともいずれもマイナスとなった。近畿

圏全体の平均㎡単価は 1,763 円で前年比マイナス 3.1％となったほか、

大阪市は 1.968 円で同 4.3％、神戸市が 1,824 円で同 2.2％、京都市

は 1,931 円で同 0.6％と、09 年から続いてきた下落傾向に歯止めがか

かっていない（図表 12）。09 年後半以降は、前期比ベースで下げ止ま

りの兆しもみられ市場の回復も期待されたが、4～6 月期は下落率が

再び拡大。1～3 月の移動（転居）時期を過ぎて、近畿圏の主要都市

における賃貸需要は低迷が目立つ。 

賃料下落続く 

賃貸マンション 

 

 図表 12 京阪神の賃貸マンション成約単価 図表 13 新築マンションの販売状況 
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(％)価格 前年度比

■四半期別の前年同期比（％）
近畿圏 京都市 大阪市 神戸市
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近畿圏の 4～6 月期の新築マンション発売戸数は 5,603 戸で、前年

比 15.8％の大幅増となった。特に 6 月は、2,449 戸と前年比 60.7％

もの急増となったが、契約率は 76.9％と好調な販売をみせ、即日完

売物件も大阪市内だけでなく宝塚市や奈良市など駅近接の物件を中

心に 11 物件・666 戸に達した。一方、販売価格の下落は続いており、

在庫物件の値下げも進んだことから、6 月末の在庫戸数は 4,098 戸と

前年比で 1,700 戸以上も減少し、販売が好調だった 06 年以前の水準

まで低下している。発売戸数全体に占める即日完売物件の比率は、1

～3 月期まで 3％以下に過ぎなかったが 4～6 月期は 20.8％まで上昇。

低グロスの物件だけでなく中高価格帯にも人気が集まりつつあり、販

売回復の動きが着実に現れてきた（図表 13）。 

新築マンション販売 

回復の兆し 

 

依然として上昇続く 

オフィス空室率 

京阪神ビジネス地区の 10 年 6 月のオフィス空室率は、大阪・梅田

地区で 11.07％と 3 月比で 2％以上も上昇し、ついに 10％を超えた。

淀屋橋・本町も 11.28％、神戸市は 13.67％、京都市は 11.75％といず

れも上昇が続いている。大阪市内では 10 年 1～6 月の新築ビルの供

給が 8 棟・11.8 万坪に達し、その多くが募集面積を残して空室率を

押し上げた。既存ビルを含めたテナント誘致競争は激しくなっている

が、10 年後半は新規供給が減少し、一部には拡張移転や館内増床の

動きも出てきた。6 月の坪当たり募集賃料は梅田が 15,302 円、淀屋

橋･本町は 11,905 円、神戸市は 11,631 円、京都市は 12,163 円と、需

給の悪化を背景に依然として下落が続いている（図表 14）。 

 
 
 
図表 14 オフィス空室率と募集賃料 
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※'04～'07年は各年12月の数字


